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＜法改正等＞ 

重点支援地方交付金 通知（2024.12.17） 

12 月 17 日、内閣府は「令和 6年度補正予算の成立を踏まえた『重点支援地方交付金』の取扱い等

について」を発出した。

本通知は、同日成立した令和 6年度補正予算をふまえ、重点支援地方交付金の取扱いについて周知

を図るもの。

今回、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対し、地方公共団体

が地域の実情に合わせて必要な支援をきめ細やかに実施できるよう、重点支援地方交付金を「低所得

世帯支援枠」及び「推奨事業メニュー」実施のため追加する。

具体的には、「医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援」において、

食料品価格の高騰分などの支援、エネルギー価格の高騰分などの支援が行われる。

主な概要は以下のとおり。

1．財政・税制、経済・成長（社会保障全般含む）
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＜会   議＞ 

経済財政諮問会議 

◇第 1回（2025.1.17） 

1 月 17 日、総理大臣官邸で令和 7年第 1回経済財政諮問会議が開催され、「令和 7年前半の検

討課題」「中長期の経済財政に関する試算」について協議が行われた。

令和 7年度前半の検討課題について、民間議員が提出した資料では、①的確なマクロ経済財政運

営、②グローバルな経済の環境変化に対応した経済成長を実現するために、「物価上昇を上回る賃上

げの定着を最優先目標に据え取り組むべき」とし、「賃金と物価の好循環」「人手不足経済への対応」

「持続可能な財政・社会保障の構築」の政策課題に取り組むことが重要とした。 

また、経済財政諮問会議で政府内の他の会議体と連携しつつ検討を深め、内閣がめざす経済財政政

策の全体像を「骨太方針」で示していくべきと提言した。 

「持続可能な財政・社会保障の構築へ取り組むべき施策としては、下記をあげた。 

・経済再生と財政健全化の両立（経済・財政一体改革、EBPM の推進など） 

・年齢ではなく負担能力に応じて適切に支え合う全世代型社会保障の構築（国民の将来の安心確保

による消費の活性化、子育ての環境整備を通じた少子化対策など） 

・人口減少が進む中での、地方行財政の持続可能性の確保とウェルビーイングの向上に係る方策の

検討 

「中長期の経済財政に関する試算」では、2025 年度の PB 対 GDP 比は、昨年 11月の経済対策に係

る歳出の追加などにより、現時点で赤字の見込みとなっていること、2026 年度は経済成長に伴う歳入
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増や同対策に係る歳出の執行縮小により黒字化すること等の試算結果が示された。

石破総理は、「日本経済は、成長型経済へと移行できるか否かの分岐点にある。当面、『物価上昇を上

回る賃上げの定着』を最優先目標に据え、経済運営に取り組む。本日いただいた意見もふまえ、諮問会

議として議論を深め、内閣が目指す経済財政政策の全体像を骨太方針で示していく。

中期試算については、今後の経済状況の変化やそれに伴い追加的な対応が生ずる可能性も念頭に

置きながら、『経済あっての財政』の考え方の下、早期の黒字化実現に向けて、我が国の潜在成長率の

引上げに重点を置いた政策運営に取り組むとともに、歳出・歳入両面からの取組を継続していく。 

骨太方針 2024 で示された「経済・財政新生計画」の枠組みの下、今年の骨太方針において、早期

のプライマリーバランス黒字化実現を含め、今後の財政健全化に向けた取組を示すべく、諮問会議にお

いても検討を進めていただくようお願い申し上げる。」と発言した。

◇第 16回（2024.12.26） 

12 月 26 日、総理大臣官邸で令和 6年第 16回経済財政諮問会議が開催され、令和 7年度の経済

見通し、経済・財政新生計画に基づくＥＢＰＭの強化及び改革工程の具体化について協議が行われた。

令和 7年度の経済見通しについては、内閣府から、令和 6年度は、内需は堅調である一方、外需がマ

イナス寄与となることで、実質成長率は 0.4％程度になるものの、令和 7年度は、物価上昇が若干落ち

着く中、個人消費など内需が増加し、実質で 1.2％程度の民需主導の成長を見込むとの報告が行われ

た。

「経済・財政新生計画に基づく EBPM の強化及び改革工程の具体化」では、「EBPM アクションプラン

2024」と「改革実行プログラム 2024」が決定された。

石破総理は、「今般の経済対策の裏づけとなる補正予算、来年度予算及び税制、規制・制度改革によ

る措置を迅速かつ適切に実行することにより、賃金上昇が物価上昇を上回り、消費・投資が拡大する民

需主導の経済成長を実現していく。

来年度予算について、「経済あっての財政」との考え方の下、重要政策課題に必要な予算措置を講

じつつ、歳出改革努力と計画的な財源確保の取組を継続することで、メリハリの効いた予算としていく。

それらを踏まえた、新たな「中長期の経済財政に関する試算」を１月に示し、財政健全化の進捗を検証

する。

また、本日諮問会議で決定した「改革実行プログラム」の具体的な工程に沿って改革を実行していくと

ともに、政府の重要政策に対してＥＢＰＭを実践・実装することにより、客観的なデータに基づくワイズスペ

ンディングを徹底し、限られたリソースから高い政策効果を生み出していく。新たな枠組みを十分活用

し、経済・財政一体改革に政府一丸となって取り組んでいく。」と発言した。
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＜会  議＞ 

規制改革推進会議 

◇第 22回（2024.12.25） 

12 月 25 日、第 22回規制改革推進会議が開催され、「規制改革推進に関する中間答申（案）」「規制

改革推進会議の進め方」について協議が行われた。

協議では、中間答申について取りまとめられた。

中間答申は、「Ⅰ．地方創生」「Ⅱ．賃金向上・人手不足」「Ⅲ．投資大国」「Ⅳ．防災・減災」の４つの横

断的取組に整理し、審議結果を取りまとめている。主な福祉関連の事項は下記の通り。 

 Ⅰ．地方創生 

   ク 認可保育所における付加的サービスの円滑化 

 Ⅱ．賃金向上・人手不足」 

   エ 障害福祉分野における申請・届出等に関する手続負担の軽減 

 Ⅳ．防災・減災 

   ア 災害時等におけるキッチンカーによる迅速なサービス提供 

石破総理は、「人口減少・少子高齢化などの課題を克服し、地方の活性化につなげるため、成長型経

済を実現するため、利用者目線を徹底した改革を進める」とし、夏の答申取りまとめに向けた精力的な

議論を要請した。 

また、令和 7年の進め方について、「地域活性化・人手不足対応」、「健康・医療・介護」、「働き方・人

への投資」、「スタートアップ・イノベーション促進」、「デジタル・ＡＩ」の５つのワーキング・グループ（以下

「ＷＧ」という。）及び「ＧＸ・サステナビリティ」サブワーキング・グループ（以下「サブＷＧ」という。）を設置

する旨が示された。 

2．規制改革
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行政改革推進会議 

◇第 60回（2025.1.15） 

1 月 15 日、第 60回行政改革推進会議が開催され、「時代の変化に機動的・柔軟に対応する行政」

について、ＥＢＰＭの推進に関する取組状況およびＲＳシステムの機能改善・ＡＩの活用について協議が行

われた。

会議では、従来の行政改革思考からの転換としてこれまでの組織再編や無駄の排斥を主眼とする考え

から「基礎的な EBPM の実践を通じて、政策効果を高め、Policy Making（政策立案）の質を向上させる」

と示した。

そのためにも EBPM の推進や RS システムの機能改善・AI の活用が不可欠であるとし、EBPM の推進に

関する取組状況について報告が行われた後、RS システムの機能改善・AI の活用について、これまでの

取組についての説明が行われ、「『AI プロ』について、今後、期待する事項や留意すべき事項はなにか」

について協議が行われた。

◇第 59回（2024.12.19） 

12 月 19 日、第 59回行政改革推進会議が開催され、「令和 6年秋の年次公開検証の取りまとめ」

「基金の点検」について協議が行われた。

「令和 6年秋の年次公開検証の取りまとめ」についてでは、とりまとめ案が示され、協議が行われた。

とりまとめ案において、「児童保護費等負担金等（里親委託の推進）」では、下記のとおり示された。

○現状の政府の数値目標は、家庭養育優先の原則の下、里親委託を推進する観点から必要なものだ

が、これが現場の感覚・取組や社会的養護の実態を踏まえたものになっているかについては、適時適

切に検証をしていく必要がある。 

○里親等への委託に至る一連の流れを、里親等の認定・登録、里親と里子のマッチング、里親に対す

る支援・指導といったフローごとに分け、それぞれのフローに焦点を当てて里親等への委託を含むこど
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もにとっての最善の対応を進めるための課題を洗い出し、解決策を講ずることが重要であり、各フロー

における実態把握を行い、効果発現の経路について速やかに検討すべきである。 

○国は、里親支援センターを中心に、里親養育包括支援事業も活用しながら、地域の里親支援体制の

充実のために必要な財政支援を引き続き行っていくべきである。 等 

規制改革推進会議 公共ワーキング・グループ 

◇第 4回（2024.12.9） 

12 月 9日、内閣府は、第 4回規制改革推進会議 公共ワーキング・グループを開催し、ＩＳＭＡＰ制度

（政府情報システムのためのセキュリティ評価制度）の手続の緩和等について協議を行った。 

◇第 3回（2024.12.5） 

12 月 5日、内閣府は、第 3回規制改革推進会議 公共ワーキング・グループを開催し、自動車保有

関係手続の DX について協議を行った。 

規制改革推進会議 健康・医療・介護ワーキング・グループ 

◇第 4回（2024.12.4） 

12 月 4日、内閣府は第 4回規制改革推進会議健康・医療・介護ワーキング・グループを開催した。

今回は、「地域におけるオンライン診療の円滑化（車両等での実施）」「規制改革ホットライン処理方針」

について協議が行われた。

会議では、鳥羽市、五島市、伊那市、医療法人社団創青会、厚生労働省からの報告の後、協議が行

われた。

◇第 3回（2024.11.25） 

11 月 25 日、内閣府は第 3回規制改革推進会議健康・医療・介護ワーキング・グループを開催した。

今回は、「濫用等のおそれのある医薬品の販売」「医療等データの利活用法制等の整備」について協議

が行われた。

会議では、公益社団法人日本駆け込み寺、特定非営利活動法人 BOND プロジェクト、国立研究開発

法人国立精神・神経医療研究センター、一般社団法人新経済連盟、一般社団法人次世代基盤政策

研究所、日本医療政策学会、医療経済学会、一般社団法人日本医学会連合 健康・医療分野におけ

るビッグデータに関する委員会、厚生労働省、内閣府からの報告の後、協議が行われた。 
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＜法改正等＞ 

令和 6年の地方からの提案等に関する対応方針 閣議決定（2024.12.24）

12 月 24 日、内閣府は第 19回地方分権改革推進本部を開催し、令和 6年の地方からの提案等に

関する対応方針（案）をとりまとめ、閣議決定された。

法律の改正により措置すべき事項については、所要の一括法案等を令和 7年の通常国会に提出す

る。

主な事項は以下のとおり。

福祉分野に関する事項は以下のとおり。

1 

記載事項 
保育施設の給付費に係る加算の整理・統合及び広域利用に対応した施設管理

プラットフォームの構築等（子ども・子育て支援法） 

対応方針 

(一部抜粋)

○施設型給付費等に係る処遇改善等加算に係る事務について、事業者及び地

方公共団体の事務負担を軽減するため、算定方法の解釈を示した FAQ の

作成、提出書類の簡素化を行い、地方公共団体に通知した 

〇保育施設の給付費に係る加算の整理・統合及び広域利用に対応した施設管

理プラットフォームの構築について、給付費の加算認定等に係る事業者及び

地方公共団体の事務負担を軽減する機能を搭載した上で、令和７年度末ま

でに試行運用を開始し、令和８年度から全国展開を進める。また、令和９年度

までに広域利用に対応した機能を搭載する。 

2 

記載事項 障害児通所支援事業所従業者の人員基準の見直し（児童福祉法） 

対応方針 

(一部抜粋)

〇障害児通所支援事業所については、中山間地域等における提供体制の確保

に資するよう、以下のとおりとする。 

3．地方創生・地方分権等 
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○指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものを除く。）及び指

定放課後等デイサービス事業所における従たる事業所については、地方公共

団体や事業者の意見を聴いた上で、設置に係る要件を緩和する方向で検討

し、令和７年度中に必要な措置を講ずる。 

〇指定障害児通所支援事業者が事業所ごとに置くべき従業者の員数等につい

ては、中山間地域等における実態把握及び地方公共団体や事業者の意見を

踏まえ、その在り方について検討し、令和 8年度までに結論を得る。その結果

に基づいて必要な措置を講ずる。 

3 

記載事項 
児童の一時保護施設における職員の数及び夜間の職員体制について定めた基

準の経過措置期間の延長（児童福祉法） 

対応方針 

(一部抜粋)

〇府令を改正し、一時保護施設の職員の確保につき、創意と工夫を行ってもな

お、当該基準を満たすことが著しく困難であるなど一定の要件を満たした場合

に、条例で施行の日から起算して最長５年に延長することを可能とした。[措置

済み] 

4 

記載事項 地域型保育事業に係る連携施設の要件の緩和（児童福祉法） 

対応方針 

(一部抜粋)

〇家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準のうち、連携施設について

は、省令を改正し、令和６年度末までに以下の措置を講ずる。 

・ 連携施設を確保しないことができる経過措置の期間については、令和 12年 3

月 31 日まで延長する 

・ 家庭的保育事業者等が保育所、幼稚園又は認定こども園との連携によって適

切に確保しなければならない連携協力項目のうち、保育の内容に関する支援

については、保育所、幼稚園又は認定こども園以外の保育を提供する事業者

から確保することも可能とする。 

・ 家庭的保育事業者等が保育所、幼稚園又は認定こども園との連携によって適

切に確保しなければならない連携協力項目のうち、代替保育については、市

町村長が代替保育に係る連携施設の確保が著しく困難であると認める場合に

おいては、連携施設の確保を不要とする。 

5 

記載事項 民生委員・児童委員の選任要件の見直し（民生委員法） 

対応方針 

(一部抜粋)

○民生委員・児童委員の選任要件については、一定の要件を満たす場合に、現

職の民生委員・児童委員が他の市区町村に転出後も、転出前の担当区域に

おいて引き続き民生委員・児童委員として活動可能となるよう見直した上で、

令和７年中に地方公共団体及び関係団体に周知する。 

○また、地方公共団体及び関係団体の意見を踏まえつつ、民生委員協力員の

配置推進など民生委員・児童委員の担い手確保のために必要な措置を講ず

る。 

6 

記載事項 
中山間地域における通所介護事業所に係る報酬算定の対象の見直し（介護保

険法） 

対応方針 

(一部抜粋)

○中山間地域等に係る安定的な訪問介護の提供に資するための方策について

は、以下のとおりとする。 

・ 離島等相当サービスについては、中山間地域等における活用を促進する方策

を検討し、令和７年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講
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ずる。 

・ 既存資源等を活用した複合的な在宅サービスについては、調査研究事業にお

ける実証的な事業実施等により、その効果や影響の分析などを行い、社会保

障審議会の意見を聴いた上で、地域の実情に応じた持続可能なサービスの在

り方を検討し、令和８年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を

講ずる。 

＜会   議＞

新しい地方経済・生活環境創生本部 

◇第 2回（2024.12.24） 

12 月 24 日、政府は、地方創生を進める閣僚会議「新しい地方経済・生活環境創生本部」を開催し、

「地方創生 2.0 の『基本的な考え方』」を取りまとめた。

基本的な考え方において、地方創生 2.0 の基本構想の５本柱を示し、柱に沿った政策体系を検討し、

今夏に今後 10年間集中的に取り組む基本構想を取りまとめる。

【基本構想の５本柱】 

①安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生 

②東京一極集中のリスクに対応した人や企業の地方分散 

③付加価値創出型の新しい地方経済の創生 

④デジタル・新技術の徹底活用 

⑤ 「産官学金労言」の連携など、国民的な機運の向上 

一つめの柱は、「安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生」で、魅力ある働き方、職場づくり、人

づくりを起点とした社会の変革により、楽しく働き、楽しく暮らせる場所として、「若者・女性にも選ばれる

地方（＝楽しい地方）」をつくること、地域のコミュニティ、日常生活に不可欠なサービスを維持、などが

あげられている。
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国家戦略特別区域諮問会議 

◇第 65回（2024.12.24） 

12 月 24 日、内閣府は第 65回国家戦略特別区域諮問会議を開催し、区域計画の認定についての

報告および、特区制度を活用して取り組む規制・制度改革事項、特区制度の振り返りと今後の展開、

利子補給制度の拡充及び国家戦略特別区域基本方針の一部変更（案）について協議を行った。

特区制度を活用して取り組む規制・制度改革事項では、下記のとおり案が示された。

人材確保について、高校卒業保育従事者の保育士試験受験申請時点の実務要件（2年）を実績か

ら見込みに緩和し、受験時期を早期化する、としている。

また、原則として 0～2歳を対象とする小規模認可保育所について、3～5歳のみの保育を可能とす

る特例の全国展開について、児童福祉法改正案の早期の国会提出を図る、としている。 

今後の方向性として、「これまでの成果の全国への普遍化」「新たな挑戦へのサポート強化」「産官学

金労言の理解・連携促進」の 3 つの柱を軸に、規制・制度改革を大胆に進めるとしている。
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地方分権改革有識者会議 

◇第 61回（2025.1.27） 

1 月 27 日、内閣府は地方分権改革有識者会議を開催し、令和７年の提案募集方式の実施につい

て、協議を行った。

令和 7年は重点募集テーマを「デジタル化」「人口減少地域等におけるサービス空白地域の解消等」

としている。 

令和７年スケジュールは以下のとおり。
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＜通知・公表＞

「社会福祉法人経営動向調査（2024 年 12月調査）」結果を公表（2024.12.25） 

福祉医療機構（WAM）は、「社会福祉法人経営動向調査（2024 年 12 月調査）」の結果を公表した。

本調査は、WAM にモニター登録をしている特別養護老人ホームを運営する社会福祉法人 538 法人

を対象に実施され、376 法人（69.9%）から回答があった。 

調査では、物価高騰による経営上の影響があると回答した法人が 59.0％である。特に影響を受けてい

るのは、水道光熱費(63.1％)、給食費（59.5％）。施設ごとの定員一人当たりの費用差は、給食費が

27.3 千円増加（前年度同期比）となっている。 

4．社会福祉法人等 
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Oおうせいろ

＜会   議＞ 

社会保障審議会介護給付費分科会 

◇第 40回介護事業経営調査委員会（2025.1.30） 

1 月 30 日、厚生労働省は第 40回介護事業経営調査委員会（委員長：田辺邦昭東京大学大学院法

学政治学研究科教授）を開催し、令和７年度介護事業経営概況調査の実施について協議された。

本調査は、各サービス施設・事業所の経営状況を把握し、次期介護保険制度の改正及び介護報酬の

改定に必要な基礎資料を得ることを目的に開催するもの。

調査にあたっては、令和５年度介護事業経営実態調査の調査項目を基本としつつ、必要な見直しを行

うとして、下記項目を追加するとされた。

○訪問系サービスにおける訪問状況に関する項目 

訪問系サービスについて、訪問先の状況、訪問に係る移動手段及び移動時間を把握するための

調査項目を追加する。 

○介護テクノロジーの導入状況に関する項目 

介護ロボットや ICT 等の介護テクノロジーについて、その導入状況を把握するための調査項目を

追加するとともに、保守・点検等のランニングコストとして金額を記載する欄を追加する。

◇第 243回（2024.12.23） 

12 月 23 日、厚生労働省は第 243 回社会保障審議会介護保険部会（分科会長：田辺邦昭東京大

学大学院法学政治学研究科教授）を開催し、「地域区分」「改定検証調査における自治体調査（アンケ

ート）の集計状況」「処遇改善加算等」について協議が行われた。

介護報酬の地域区分の設定についてでは、令和 6年 8月に人事院勧告にて国家公務員の地域手当

が広域化（市区町村単位からと都道府県単位へ）および段階数の見直し（7 区分⇒5区分）をふまえ、

次期介護報酬改定に向けて市町村の意向を確認しつつ、地域区分の存り方について検討を進めること

とされた。

処遇改善加算等についてでは、令和 6年度補正予算の「介護人材確保・職場環境改善等に向けた総

合対策 （介護人材確保・職場環境改善等事業）：806 億円」について説明が行われた後、処遇改善

加算の更なる取得促進に向けた方策として、下記のとおり示された。

5．高齢者 
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社会保障審議会介護保険部会

◇第 116回（2024.12.23） 

12 月 23 日、厚生労働省は第 116 回社会保障審議会介護保険部会（委員長：菊池馨実早稲田大

学理事・法学学術院教授）を開催し、2027 年度からの介護保険制度の見直し向けた議論を開始した。

制度改正等のとりまとめは、2025 年冬頃を予定している。

次期制度改正に向けては、高齢化の進展（85 歳以上人口の増加）、生産年齢人口の減少に対応し、

介護人材の確保が課題の中、地域の介護需要に応じて、サービス確保を図っていく必要があるとし、引

き続き、地域包括ケアシステムの推進、地域共生社会の実現、介護予防・健康づくりの推進、持続可能

性の構築・介護人材確保等を図っていくとしている。 

次期制度改正に向けた主な検討事項についてでは、検討テーマとして下記が示された。

１．地域包括ケアシステムの推進 

（多様なニーズに対応した介護の提供・整備、医療と介護の連携、経営基盤の強化） 

２．認知症施策の推進・地域共生社会の実現（相談支援、住まい支援） 

   ３．介護予防・健康づくりの推進 

   ４．保険者機能の強化（地域づくり・マネジメント機能の強化） 

   ５．持続可能な制度の構築、介護人材確保・職場環境改善 

（介護現場におけるテクノロジー活用と生産性向上） 

また、2040 年に向けて、人口減少のスピードは地域によって異なり人口構造も大きく変わっていく中で、

介護サービスをどう確保するかが課題であり、時間軸・地域軸を踏まえた検討を行うため「2040 年に向

けたサービス提供等のあり方」検討会を立ち上げ、議論の成果を、介護保険部会に報告し、議論を行う

ことが示された。

「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 

◇第 3回（2025.2.10） 

2 月 10 日、厚生労働省は第 3回「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会（座長：野

口晴子早稲田大学政治経済学術院教授）を開催した。

今回は、関係者ヒアリングが行われ、社会福祉法人友愛十字会、公益財団法人介護労働安定センタ

ー、日本クレアス税理士法人、公益社団法人認知症の人と家族の会、東京都健康長寿医療センター

から報告が行われた後、協議が行われた。

◇第 2回（2025.2.3） 

2 月 3日、厚生労働省は第 2回「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会（座長：野口

晴子早稲田大学政治経済学術院教授）を開催した。
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今回は、関係者ヒアリングが行われ、高知県、大分県、鳥取県、産業医科大学から報告が行われた

後、協議が行われた。

◇第 1回（2025.1.9） 

1 月 9日、厚生労働省は第 1回「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会（座長：野口

晴子早稲田大学政治経済学術院教授）を開催した。

本検討会は、2040 年に向けて、人口減少のスピードが地域によって異なる中、予防・健康づくり、人材

確保・定着、デジタル活用等を通じて、地域包括ケアを維持した上で、地域別のサービス提供モデルや

支援体制を構築する必要がある状況等を踏まえて、2040 年に向けたサービス提供体制のあり方につ

いて、高齢者等に係る施策や他の福祉サービスも含めた共通課題等の検討を行うため設置された。

主な検討事項として、下記 4点が示された。

（1）人口減少スピード（高齢者人口の変化）の地域差が顕著となる中、サービス需要の変化に応じたサ

ービスモデルの構築や支援体制 

（2）介護人材確保・定着、テクノロジー活用等による生産性向上 

（3）雇用管理・職場環境改善など経営への支援 

（4）介護予防・健康づくり、地域包括ケアと医療介護連携、認知症ケア  等

既にサービス需要が減少局面に入っている「中山間・人口減少地域」、サービス需要が 2040 年以降も

増加する見込みである「都市部」、サービス需要は当面増加するがその後減少に転じる「一般市等」の

各類型について、サービス需要の変化に応じたサービスモデルやその支援体制をどのようにして構築す

るか等が論点として示されている。

第 2回、3回（2 月中）には、先進的な取り組みを行う自治体・事業者等のヒアリングを実施。第 4回、5

回（春頃）には、論点整理と対策の方向性を検討し、高齢者施策にかかる中間とりまとめを行う予定。

＜通知・公表＞ 

令和 5年「介護サービス施設・事業所調査」の結果（2024.12.25）

12 月 25 日、厚生労働省は介護サービス施設・事業所調査の結果を公表した。

主な結果は以下のとおり。

１ 施設・事業所数 

○介護保険施設 

・介護老人福祉施設 8,548 施設（対前年＋54 施設（＋0.6％）） 

・介護老人保健施設 4,250 施設（対前年△23 施設（△0.5％）） 

・介護医療院 791 施設（対前年＋61施設（＋8.4％）） 

・介護療養型医療施設 197 施設（対前年△103 施設（△34.3％）） 

○居宅サービス事業所 

・訪問介護 36,905 事業所（対前年＋485 事業所（＋1.3％）） 

・訪問看護ステーション 16,423 事業所（対前年＋1,594 事業所（＋10.7％）） 

・通所介護 24,577 事業所（対前年＋8事業所（＋0.0％）） 

○地域密着型サービス事業所 

・地域密着型通所介護 19,156 事業所（対前年△238 事業所（△1.2％）） 

・認知症対応型共同生活介護 14,262 事業所（対前年＋123 事業所（＋0.9％）） 

２従事者数 

・介護老人福祉施設介護職員 296,882 人 

・介護老人保健施設介護職員 125,091 人 

・訪問介護訪問介護員 500,872 人 
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・通所介護介護職員 220,198 人

2024 年「老人福祉・介護事業」の倒産・休廃業・解散の調査結果（2025.1.17） 

1 月 17 日、東京商工リサーチは、事業を停止した休廃業・解散（以下、休廃業）が最多を更新する

612 件（前年比 20.0％増）に達し、倒産 172 件（同+40.9%）と休廃業を合わせて 784 件（同 24.0％

増）にのぼったと公表した。 

休廃業は、訪問介護 448 件（同 24.4％増）、通所・短期入所 70件（同 5.4％減）、有料老人ホーム

25件（同 92.3％増）、その他 69件（同 9.5％増）で、7 割以上（73.2％）を訪問介護が占めた。 

倒産と休廃業の合計では、基本報酬のマイナス改定やヘルパー不足などが影響した訪問介護が 529

件（同 23.8％増）と前年から 102 件増えた。 

2024 年「介護事業者」倒産が過去最多（2025.1.9）

1 月 9日、東京商工リサーチは、2024 年の介護事業者の倒産が過去最多の 172 件（前年比

+40.9%）であったと公表した。 

「訪問介護」が過去最多の 81件、「デイサービス」も過去 2番目の 56件、有料老人ホームも過去最

多の 18件と、いずれも増加した。 
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厚生労働省 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に基づく対応状況等

に関する調査結果を公表（2024.12.27）

12 月 27 日、厚生労働省は令和 5年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律」に基づく対応状況等に関する調査結果を公表した。 

主なポイントは以下のとおり。 

◇要介護施設従事者等*による虐待 

*介護老人福祉施設、居宅サービス事業等の業務に従事する者 

○相談・通報件数は 3,411 件（対前年度 646 件（23.1%）増）（過去最多 3年連続の増） 

○虐待判断件数は 1,123 件（対前年度 267 件（31.2%）増）（過去最多 3年連続の増） 

○相談・通報者の内訳は当該施設職員（28.7%）が最も多く、当該施設管理者当（16.7%）、家族・親族

（15.2%）の順 

○虐待の種別は、身体的虐待（51.3%）が最も多く、心理的虐待（24.3%）、介護等放棄（22.3%）、経済

的虐待（18.2%）、性的虐待（2.7%）の順 

○虐待の発生要因は、「職員の虐待や権利擁護、身体拘束に関する知識の不足」（77.2%）が最も多

く、次いで「職員のストレス・感情コントロール」（67.9%）、「職員の倫理観・理念の欠如」（66.8%）の順 

○施設・事業所の種別は、特別養護老人ホーム（31.3%）が最も多く、有料老人ホーム（サービス付き

高齢者向け住宅含む）（28.0%）、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）（13.9%）の順 

○虐待等による死亡事例は 5件（5 人） 
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＜会 議＞ 

社会保障審議会 障害者部会 

◇第 145回（2025.1.30） 

1 月 30 日、厚生労働省は第 145 回社会保障審議会障害者部会（部会長：菊池馨実早稲田大学

理事・法学学術院教授）を開催し、障害保健福祉施策の動向について協議が行われた。

協議では、障害福祉分野における運営指導・監査の強化（案）について、下記のとおり見直し案が示さ

れた。

また、障害サービス等事業者の経営情報の見える化については、介護分野での取り組み状況もふま

え、下記のとおり示された。

6．障害者 
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◇第 144回（2024.12.23） 

12 月 23 日、厚生労働省は第 144 回社会保障審議会障害者部会（部会長：菊池馨実早稲田大学

理事・法学学術院教授）を第 9回こども家庭審議会障害児支援部会と同時開催にて開催し、公費

負担医療におけるオンライン資格確認の導入について協議を行った。

労働政策審議会 (障害者雇用分科会)

◇第 133回（2024.12.20） 

12 月 20 日、厚生労働省は第 133 回労働政策審議会 (障害者雇用分科会)を開催し、2024 年度

の年度目標に係る中間評価案について協議を行った。

障害者雇用分科会において設定された年度目標の動向は以下のとおり。

○ハローワークにおける障害者の就職件数について 

〔2024 年度目標〕 2023 年度（110,756 件）以上 

〔2024 年４月～９月実績〕 59,108 件 

 （参考）ハローワークにおける障害者の就職率 42.3％ 

○障害者雇用率関係 

① 障害者の雇用率達成企業割合 

〔2023 年度目標〕 46.6％以上 

〔2023 年度実績〕 46.0％（2024 年 6月 1日時点） 

〔2024 年度目標〕 46.8％以上 

② 障害者雇用ゼロ企業（2023 年 6月 1日時点）のうち、新たに障害者を 

雇用した企業（2024 年 6月 1日時点）の割合 

〔2023 年度目標〕 15.2％以上 
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〔2023 年度実績〕 15.3％（2024 年 6月 1日時点） 

〔2024 年度目標〕 15.2％以上 

○精神・発達障害者雇用サポーター支援実績 

精神・発達障害者雇用サポーターによる就職支援を終了した者のうち、就職した者の割合 

〔2024 年度目標〕 72.8％以上 

〔2024 年 4月～9月実績〕79.7％ 

＜通知・公表＞ 

厚生労働省 令和５年度都道府県・市区町村における障害者虐待事例への対応等に関する状況調査

結果を公表（2024.12.25） 

12 月 25 日、厚生労働省は令和５年度都道府県・市区町村における障害者虐待事例への対応等に

関する状況調査結果を公表した。 

主な結果は以下のとおり。 

○令和 5年度の障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の相談・通報件数は 5,618 件であり、 

令和 4年度から 1,514 件（36.9%）増加。 

○令和 5年度の虐待判断件数は 1,194 件であり、令和 4年度から 238 件（24.9%）増加 

○令和 5年度の被虐待者数は 2,356 人であり、令和 4年度から 1,004 人（74.3%）増加 

令和 6年障害者雇用状況の集計結果（2024.12.24） 

12 月 24 日、厚生労働省は令和 6年障害者雇用状況の集計結果を公表した。

主な結果は以下のとおり。

民間企業（法定雇用率 2.5％ ※本年３月までの法定雇用率は 2.3％） 

 ○雇用障害者数、実雇用率ともに過去最高を更新。 

  ・雇用障害者数は 67 万 7,461.5 人、 

    対前年差３万 5,283.5 人増加、対前年比 5.5％増加、 

  ・実雇用率 2.41％、対前年比 0.08 ポイント上昇 

○法定雇用率達成企業の割合は 46.0％、対前年比 4.1 ポイント低下 

公的機関（同 2.8％（2.6％）、都道府県等の教育委員会は 2.7％（2.5％）） 

 ○雇用障害者数、実雇用率ともに対前年で上回る。※（  ）は前年の値。 

  ・国    ：雇用障害者数 １万 428.0 人（9,940.0 人）、 

         実雇用率 3.07％（2.92％） 
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  ・都道府県 ：雇用障害者数 １万 1,030.5 人（1万 627.5 人）、 

         実雇用率 3.05％（2.96％） 

  ・市町村  ：雇用障害者数 ３万 7,433.5 人（3万 5,611.5 人）、 

         実雇用率 2.75％（2.63％） 

  ・教育委員会：雇用障害者数 １万 7,719.0 人（1万 6,999.0 人）、 

         実雇用率 2.43％（2.34％） 

独立行政法人など（同 2.8％（2.6％）） 

 ○雇用障害者数、実雇用率ともに対前年で上回る。※（ ）は前年の値。 

 ・雇用障害者数１万 3,419.0 人（1万 2,879.5 人）、実雇用率 2.85％（2.76％）
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＜法改正等＞ 

こども家庭庁「保育政策の新たな方向性」を公表（2024.12．20）

こども家庭庁は、12 月 20 日に、2025 年度から 2028 年度末を見据えた「保育政策の新たな方向性」

を公表した。 

待機児童対策を中心とした「保育の量の拡大」から、「地域のニーズに対応した質の高い保育の確保・

充実」に政策の軸を転換する。 

今後の保育の方向性では、①地域のニーズに対応した質の高い保育の確保・充実、②全てのこどもの

育ちと子育て家庭を支援する取組の推進、③保育人材の確保・テクノロジーの活用等による業務改善の

３つの柱にもとづき質の向上をはかる。 

＜会議＞ 

こども家庭審議会 

◇第 5回（2025.1.23） 

1 月 23 日、こども家庭庁は第 5回こども家庭審議会を開催し、「こども家庭審議会の今後の運営方針」

「今後の分科会・部会における調査・審議等」について協議を行った。

こども家庭審議会の今後の運営についてでは、（1）こども・若者委員の更なる登用、（2）効率化・スクラッ

プアンドビルドの徹底、（3）こども施策における EBPM の実行、が示され、協議が行われた。

7．子ども・家庭福祉 
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「今後の分科会・部会における調査・審議等」についてでは、「こどもまんなか実行計画 2025」 の策定に

ついて、春頃を目途にこども家庭審議会としての意見を提出し、その結果を踏まえ、政府において 6月

頃を目途に実行計画の改定を行う案が示された。

こども家庭審議会 子ども・子育て支援等分科会 

◇第 8回（2024.12.19） 

12 月 19 日、こども家庭庁は第 8回子ども・子育て支援等分科会（分科会長：秋田喜代美学習院大学

文学部教授）を開催し、「本分科会の検討事項に係る制度改正の方向性等」「公定価格等」「次世代育

成支援対策推進法に係る行動計画策定指針の策定等」について協議が行われた。 

「本分科会の検討事項に係る制度改正の方向性等」では、今後制度改正を予定している下記事項の方

向性等が示され、協議が行われた。 

（1）小規模保育事業における３歳以上児の受入れ 

①こどもの保育の選択肢を広げる観点で意義があることから、地域の実情を勘案して必要であるとき

は、３～５歳児のみの小規模保育事業の実施を可能とすることとする（児童福祉法） 

②３～５歳児のみの小規模保育事業者については以下のとおりとする。 

・ 現行の小規模保育事業と同様に、地域型保育給付費の支給に係る事業を行う者として市町村

が確認する仕組みを設けることとする（子ども・子育て支援法）。 

・ 現行の小規模保育事業では、保育内容の支援、代替保育の提供等を適切に行う観点から、連

携施設を確保しなければならないこととされており、３～５歳児のみを受け入れる小規模保育事業

についても、連携施設の確保を求めることとする。 
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（※）現行の小規模保育事業と異なり、連携施設に卒園後の受け皿の設定に関する機能は求め

ない。 

・ 小学校への接続に配慮し、集団での遊びの種類や機会の確保に留意・工夫を求めることとする。 

・３～５歳児を適切な環境で受け入れる観点から、保育所の設備・面積基準と同様の保育室、屋

外遊戯場等の設置を基準とし、配置基準は現行の小規模保育事業（A 型）と同様とする。 

（2）保育士の復職支援の強化 

①都道府県が、以下の業務を行う拠点（「保育士・保育所支援センター」）としての機能を担う体制を

整備するものとする。※指定都市・中核市は努力義務 

・ 保育に関する業務への関心を高めるための広報 

・ 保育に関する業務に従事することを希望する保育士に対し、職業紹介、保育に関する最新の知

識及び技能に関する研修の実施その他の保育に関する業務に円滑に従事することができるように

するための支援 

・ 保育所の設置者に対する、保育士が就業を継続することができるような就労環境を整備するた

めに必要な助言その他の援助 

・ 上記のほか、保育に関する業務に従事することを希望する保育士の就業及び保育所における保

育士の就業の継続を促進するために必要な業務 

② また、保育士・保育所支援センターが、保育士の確保のために上記の業務を行うに当たって、都

道府県等との連携が不可欠であるため、保育士・保育所支援センター、国、地方公共団体、公共

職業安定所等の連携・協力に関する努力義務規定を設ける。 

（3）保育所等の職員による虐待等に関する通報義務等 

① 保育所等の職員による虐待について、児童福祉法等を改正し、児童養護施設等、障害児者施

設、高齢者施設の職員による虐待と同様、下記の規定を設ける。 

・ 虐待を受けたと思われる児童を発見した者の通報義務 

・ 都道府県等による事実確認や児童の安全な生活環境を確保するために必要な措置 

・ 都道府県等が行った措置に対する児童福祉審議会等による意見 

・ 都道府県による虐待の状況等の公表 

・ 国による調査研究 等 

② もっぱら保護者と離れた環境下において、児童に保育や居場所の提供等の支援を行う以下の施

設・事業を通報義務等の対象として追加する。 

【対象施設・事業】：保育所、幼保連携型認定こども園、幼稚園、特別支援学校幼稚部、 

家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業、 

認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、乳児等通園支援事業、 

児童自立生活援助事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、 

意見表明等支援事業、妊産婦等生活援助事業、児童育成支援拠点事業、母子生活支援施設、

児童館 

（4）地域限定保育士制度の全国展開 

①国家戦略特別区域法に基づく特例措置である「地域限定保育士制度」を一般制度化し、特定の都

道府県又は指定都市においてのみ保育士と同様に業務を行うことができる資格制度を児童福祉

法上に創設する。 

② 都道府県又は指定都市（※１）は、保育士の確保のための措置を講じてもなおその区域内におい

て保育士が不足するおそれが特に大きい場合に地域限定保育士試験の実施を国に申請し、国は
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地域限定保育士としての必要な知識及び技能を判定する試験として適当であることを確認の上、

認定。 

（※１）指定都市が認定を受けるためには、あらかじめ都道府県知事の同意を要することとする。 

③ 一般社団法人や一般財団法人に限らず、法人一般を指定試験機関として指定できるものとする。 

④ 地域限定保育士の登録後３年を経過した者のうち、地域限定保育士として一定の勤務経験（※

２）がある者は、申請によって、全国で働くことのできる通常の保育士の登録が受けられるようにす

る。 

（※２）１年間の勤務経験とすることを想定。 

こども家庭審議会 基本政策部会 

◇第 15回（2024.12.20） 

12 月 20 日、こども家庭庁は第 15回こども家庭審議会 基本政策部会（部会長：秋田喜代美学習院

大学文学部教授）を開催し、「こども・若者の参画の在り方」「こどもの権利の周知・啓発」「こども施策にお

ける EBPM の取組」について報告・協議を行った。

会議では、こども・若者参画及び意見反映専門委員化での検討状況、こども家庭庁におけるこどもの権

利の周知・啓発に関する取り組みの状況、こども施策における EBPM の取組の全体像等について報告が

行われた後、協議が行われた。

こども家庭審議会 社会的養育・家庭支援部会 

◇第 6回（2025.1.29） 

1 月 29 日、こども家庭庁は、第 6回こども家庭審議会 社会的養育・家庭支援部会を開催し、令和 7

年度予算案、里親等委託の更なる推進に向けた自治体間ネットワーク会議について報告・協議が行わ

れた。 

会議では、令和 4年改正児童福祉法に基づく家庭支援事業の取組推進状況について、「子育て世帯

訪問支援事業、児童育成支援拠点事業、親子関係形成支援事業（以下、新規３事業）を中心に、自

治体の状況を踏まえながら、取組増に向けた打ち手を検討・実施。令和７年度以降については、子ども・

子育て支援事業計画や社会的養育推進計画の策定状況を確認しながら、適切な支援を検討する。」と

された。 

自治体間ネットワーク会議についてでは、これまでの取組状況について報告が行われた後、協議が行わ

れた。 

こども家庭審議会 児童虐待防止対策部会 

◇第 5回（2024.12.26） 

12 月 26 日、こども家庭庁は、第 5回こども家庭審議会 児童虐待防止対策部会を開催し、「制度改

正を要する事項」「児童相談所における児童福祉司等の人材確保等」「市町村の機能強化に向けた施

策の方向性」について協議が行われた。 

制度改正を要する事項についてでは、下記内容について協議が行われた。 

１．一時保護委託の登録制度の創設について 

 （1）施行日：公布から１年６月以内の政令で定める日 

 （2）制度の現状・背景 

〇 児童相談所における一時保護施設については、令和４年の児童福祉法改正により、設備・運営

基準が設けられた。 
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〇 一方で、一時保護委託先については、特段の基準がなく、児童相談所長又は都道府県知事が

「適当と認める者」への委託が可能となっており、その質の担保が課題となっている。 

 （3）改正内容案 

〇 一時保護委託については、下記の者に対してのみ行うことができることとする。 

①一時保護を適正に行うことができる者として都道府県知事の登録を受けた者（以下「登録一

時保護委託者」という。） 

②法律の規定に基づき、児童の福祉に関する業務や事業を行い、若しくは施設を設置する者で

一時保護を適正に行うことができる者（児童養護施設や里親等） 

〇 上記の都道府県知事の登録については、一時保護委託先の質を担保するため、都道府県知

事が条例で定める基準に適合しているときに登録できるものとするとともに、欠格要件を設けるこ

ととする。併せて、登録一時保護委託者に対する報告徴収や基準への適合命令、登録の取消

し等の監督規定等を整備することとする。 

〇 ただし、児童相談所長等が自ら一時保護を行うことができず、登録一時保護委託者等に一時

保護委託をすることができない場合で、直ちに一時保護を行うことが必要なときは、２週間以内

に限り、府令で定めるところにより、一時保護委託を行わせることができるものとし、併せて、これ

らの者に対して委託した児童の保護について必要な指示や報告を求める監督規定を設けること

とする。 

※ 本登録制度の創設に伴い、こども性暴力防止法の学校設置者等への登録一時保護委託者の

追加を行う 

２．一時保護中の児童の面会通信等制限 

 （1）施行日：公布から６月以内の政令で定める日 

 （2）制度の現状・背景 

〇 児童虐待防止法第 12条では、児童虐待を行った保護者についてのみ面会通信制限等ができ

るものとされており、児童虐待が行われた疑いがある段階については、対象となっていない。 

〇 こうした中、各児童相談所では、疑い段階の場合に、行政指導等として面会通信制限等が行わ

れているケースがある。 

〇 また、保護者と面会等ができなくなることは、対象となる児童への心理的影響が大きいことが想

定されるところ、面会等制限を行う場合等について、児童の意見を聴く仕組みを設ける必要があ

る。 

 （3）改正内容案 

〇 児童虐待防止法第 12条において、一時保護中の児童に対して児童虐待が行われた疑いがあ

る場合については、児童相談所長が児童の心身に有害な影響を及ぼすおそれが大きいと認め

るときに面会通信制限を行えるものとすると規定すること等により、保護者の同意なく面会通信

制限が行うことができる場合を明確にし、適切な運用が図られるようにする。 

〇 また、一時保護中の児童に対して児童虐待が行われた疑いがある場合について、当該児童の

保護者に対し児童の住所等を明らかにしたとすれば児童の保護に著しい支障をきたすと認める

ときは、児童の住所等を明らかにしないものとする。 

〇 さらに、児童への意見聴取等措置の対象に、児童虐待防止法第 12条に基づく面会等制限を

行う場合や行わないこととする場合を加えることとする。 

３．保育所等における虐待対応の強化 

 （1）施行日：令和７年度中の施行（P） 
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 （2）制度の現状・背景 

保育所等における虐待等の不適切事案が相次いだこと等を踏まえ、現在、児童養護施設等と同様

に、保育所等の職員による虐待に関する通報義務等を設けることが検討されている。 

 （3）改正内容案 

〇 上記の通報義務等については、もっぱら保護者と離れた環境下において、児童に保育や居場所

の提供等の支援を行う施設・事業を対象とすることが検討されていることから、意見表明等支援

事業についても、対象とする。 

※ この他、保育所、幼保連携型認定こども園、家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型

保育事業、事業所内保育事業、認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、乳児等

通園支援事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、児童育成支援拠点事業、

児童館等を対象とすることが検討されている。 

児童福祉司等の児童相談所の人材確保・育成・定着についてでは、現状の取組等について報告が行

われた後、下記事項について協議が行われた。 

○児童相談所の勤務環境の改善や職員の精神的ケア等の組織的な実施（組織マネジメント）を強化

し、職員の定着と資質向上を着実に進めるために、どのような推進方策が考えられるか。 

○こども家庭ソーシャルワーカー認定資格や階層別研修等、新任以外の職員向けの研修が創設・検討

される中、受講者が過度な負担となることなく受講に必要な時間を確保できるために、どのような方

策が考えられるか。 

市町村の機能強化に向けた施策の方向性についてでは、現状と課題について報告が行われた後、機能

強化に向けた施策の方向性として下記案が示され、協議が行われた。 

こども家庭審議会 児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会 

◇第 121 回（2025.1.20） 

1 月 20 日、こども家庭庁は、第 121 回こども家庭審議会 児童虐待等要保護事例の検証に関する専
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門委員会を開催し、「こども虐待による死亡事例等の検証結果等について 第 21 次報告」について協

議が行われた（資料非公開）。

こども家庭審議会 障害児支援部会 

◇第 10回（2025.1.30） 

1 月 30 日、こども家庭庁は、第 10回こども家庭審議会 障害児支援部会を第 145 回社会保障審議

会障害者部会開催し、障害保健福祉施策の動向について報告・協議を行った。（内容は本冊子 p.○

「社会保障審議会 第 145 回障害者部会」参照）

◇第 9回（2024.12.23） 

12 月 23 日、こども家庭庁は、第 9回こども家庭審議会 障害児支援部会を第 144 回社会保障審議

会障害者部会開催し、公費負担医療におけるオンライン資格確認の導入について協議を行った。 

こども誰でも通園制度の制度化、本格実施に向けた検討会 

◇とりまとめ（2024.12.26） 

12 月 26 日、こども家庭庁は第 4回こども誰でも通園制度の制度化、本格実施に向けた検討会（座

長：秋田喜代美学習院大学文学部教授東京大学名誉教授）を開催し、報告書をとりまとめた。

今回は、取りまとめでは、これまでの協議をふまえ令和 7年度の制度のあり方及び令和 8年度からの本

格実施に向けた検討の方向性について下記のとおり示された。

利用時間については、「令和 7年度は、全国の自治体において対象となる全てのこどもが等しく利用でき

る制度とする観点に鑑み、『月 10 時間』を国による補助基準の上限としつつ、各市町村において、実情

に応じて上限を超えて実施することを妨げないこととすることが適当」とされた。
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なお、令和 8年度以降の利用可能時間を法令上規定するに当たっては、「令和 7年度における制度の

実施状況、全国的な提供体制の確保状況、保育人材の確保状況等を踏まえ、引き続き、検討を行う

必要がある」とされた。

また、令和 8年度の本格実施に向けては、「安全性や専門性を担保するためにこども誰でも通園制度の

従事者向けの研修を開発すべきであり、内容や実施方法について引き続き検討する必要がある」とされ

た。

こども若者シェルターに関する検討会 

◇第 6回（2024.12.20） 

12 月 20 日、こども家庭庁は、第 6回こども若者シェルターに関する検討会（座長：川松 亮明星大学 

人文学部 教授）を開催した。

今回は、「『こども若者シェルター・相談支援事業に関するガイドライン（案）』が示され、協議が行われ

た。

ガイドライン案では、令和 6年度に新規事業として創設された民間シェルターの取組に対して補助を行う

「こども若者シェルター・相談支援事業」に基づき、本事業によるこども若者シェルターの整備を進めるに

あたって、適切な運用が図られるよう留意すべき関係法令の規定や、こども・若者を支援するにあたって

実施が必要である事項、実施が望ましい事項等について整理が行われている。 

本事業の実施にあたっての基本的な考え方において、「本事業を利用したいというこども・若者の意向を

尊重することが重要であり、こども・若者の権利擁護を図りながら、こども・若者の安全な環境を確保する

ことが必要である。また、本事業のシェルターはこども・若者の一時的な生活の場であり、こども・若者が、

退所後の生活を見据えて、主体的に考え、選択できるようにすることも重要である」との考えのもと、「本

事業のシェルターでの生活上のルールの設定や支援を行うにあたっては、常にこども・若者の権利擁護

に留意し、可能な限りこども・若者の意見又は意向を尊重することが望ましい。また、当然のことながら、

身体的・精神的苦痛を与える行為は決して許されるものではなく、こども・若者と本事業のシェルターの

職員の双方の存在が尊重されながら事業を実施することが必要」としている。 

＜通知・公表＞ 

2024 年の「児童福祉事業」倒産が過去最多（2025.1.22） 

1 月 22 日、東京商工リサーチは、放課後等デイサービス等の児童福祉事業の倒産が 2024 年は過去

最多の 30件（前年比+20.0%）であったと公表した. 

負債総額も 79 億 3,800 万円（同 581.3％増）で、2023 年（11 億 6,500 万円）の 6.8 倍増と大幅に

増え、2005 年以降で過去最大となった。 

このうち、障害児給付費の不正受給などの「コンプライアンス違反」倒産が 8件（前年比 60.0％増）発

生、全体の 26.6％を占めた。また、「新型コロナウイルス関連」倒産は 5件、「人手不足関連」倒産も 4

件発生した。 
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＜会  議＞ 

孤独・孤立対策の在り方に関する有識者会議 

◇第 1回（2025.1.21） 

1 月 21 日、内閣府は孤独・孤立対策の在り方に関する有識者会議（座長：菊池馨実早稲田大学法学

学術院教授）を開催した。

本会議は、孤独・孤立対策に関する重要事項についての検討に資することを目的に設置するもの。

第 1回目では、「最近の孤独・孤立対策の取組」について報告が行われた後、「今後の孤独・孤立対策

の進め方」について説明があり、協議が行われた。

「孤独・孤立対策に関する施策の推進を図るための重点計画」に関する主な論点では、下記のとおり論

点案が示された。

○重点計画の「特に重点を置いて取り組むべき事項」等について、以下の点を検討してはどうか。 

【主な論点】 

① 今後必要な施策の検討について 

○重点計画の「特に重点を置いて取り組むべき事項」について、 

・地方公共団体や NPO 等への支援を着実に行う観点から、今後必要と考えられる施策について 

・孤独・孤立状態の予防を目指した取組強化の観点から、今後必要と考えられる施策について 

○重点計画の「基本方針」（※）に関する各施策について、孤独・孤立対策の安定的・継続的な実施

の観点から、今後必要と考えられる施策について 

② その他、孤独・孤立対策の視点から個別に議論すべきと考えられる事項について 

例えば、 

○分野横断的な多機関連携について 

・様々な悩みを抱えた複雑なケースが増加する中で、教育と福祉分野の連携、福祉と労働分野の

連携といった分野を超えた多様な機関による連携が重要になると考えられるが、孤独・孤立対策

の視点から今後必要と考えられる施策について 

○幅広い世代への社会参加・活躍支援等について 

・令和７年度から、「社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金」において、就職氷河期世

代を含む中高年層をはじめとする幅広い世代に対し、地方自治体が個々人の状況に合わせて行

う社会参加や就労支援等を後押しすることとしているが、孤独・孤立対策の視点から今後必要と

考えられる施策について 

○単身高齢者等の孤独・孤立の予防に関する取組について 

・今後、単身高齢者等の増加が懸念される中、高齢者等の孤独・孤立の予防の観点から必要と考

えられる施策について

民生委員・児童委員の選任要件に関する検討会 

◇議論の整理（2024.12.18） 

12 月 18 日、厚生労働省は民生委員・児童委員の選任要件に関する検討会（座長：中島修文京学院

大学人間学部人間福祉学科教授）議論の整理を公表した。

議論をふまえた対応の方向性として、下記内容について容認の方向で意見の一致が見られた。 

○現職の民生委員が、転居する直前まで、担当する区域において地域住民の一人として活動を行って

いたものの、任期途中で転居し、その市町村の議会の議員の選挙権を有しなくなった場合であって

も、一定の条件を満たす場合には、残任期間のみに限って民生委員として活動を継続できるように

することとし、これを通知において明確化し、地方公共団体や関係団体に対して、周知を行うことが適

当である。 

○活動を継続するための一定の条件については、次の①～③とする。 

 ①任期途中で転居する民生委員が生じた際、まずその地域に居住する者から民生委員を選出する

8．地域福祉 
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よう努め、その上でなお居住者からの選出が困難な場合であること。 

 ②転居する民生委員が、(ア)転居後も近隣地域に居住していること、(イ)本人に民生委員として活動

を継続する意向があること、(ウ)活動に支障が生じないこと、のすべてに該当すること。その際、

(ア)の「近隣地域」の範囲については、原則、民生委員として活動する担当区域が属する市区町

村に隣接する市区町村（隣接市区町村が隣接都道府県に属するときを含む）とするが、地理的に

隣接していることを持って一律に判断するのではなく、道路網や公共交通機関の整備・運行状、

生活圏の形成状況などを勘案し、実際に民生委員活動を支障なく行えるかの観点も踏まえ総合

的に判断するものとする。 

 ③ ①・②に該当するかどうかについて、転居する民生委員が活動していた区域の民生委員協議会

等の意見を聴取した上で、市区町村または民生委員推薦会において、地域の実情に応じてその

適否を判断すること。と。なお、 ・②は転居後も民生委員としての活動を例外的に認める場合の

条件であり、これらに該当するかどうかについては、様々な視点から十分な検討が求められること

から、民生委員推薦会においてこの判断を行う場合は、広く各分野から委嘱された多様な委員構

成 6の下で検討を行うこと。 

○また、これらの条件に加えて、居住していない民生委員が活動することによる地域住民や他の民生

委員・民生委員協議会への影響が生じないよう、以下の点を留意点として通知において明確化

し、地方公共団体や関係団体に対して周知を行うことが必要である。 

 ①担当民生委員が不在時において、特定の者や団体に負担が偏らない持続可能なフォロー体制の

構築に努めること。 

 ②転居した民生委員をその残任期間についての活動を可能とした場合、市区町村は、一定期間経

過後に当該地域における民生委員活動について、検証を行い、その検証を踏まえ、取組の見直し

を検討すること。 

地域共生社会の在り方検討会議 

◇第 8回（2025.1.31） 

１月 31 日、厚生労働省は第 8回地域共生の在り方検討会議（座長：宮本太郎中央大学法学部教

授）を開催した。今回は、若者支援の取組について、地域包括ケアにおける地域づくりの取組、地域住

民の興味の関心から始まる地域づくりの取組について協議が行われた。

◇第 7回（2024.12.26） 

12 月 26 日、厚生労働省は第 7回地域共生社会の在り方検討会議（座長：宮本太郎中央大学法学

部教授）を開催した。

今回は、社会福祉法人・社会福祉連携推進法人の地域共生社会の担い手としての役割や経営の協働

化・大規模化の課題と今後の方向性、災害時の被災者支援との連携の課題と今後の方向性について

協議が行われた。

社会福祉法人・社会福祉連携推進法人の地域共生社会の担い手としての役割や経営の協働化・大規

模化の課題と今後の方向性については、下記論点が示され、協議が行われた。

○社会福祉法人・社会福祉連携推進法人が引き続き地域共生社会の担い手としての役割を果たせる

ようにするために、どのように環境を整備すべきか 

 ・社会福祉法人がその責務である「地域における公益的な取組」の活動を広げるためにはどのような方

策が考えられるか。 

 ・人口減少局面の地域において持続可能なサービス提供体制を構築するために、１法人としてのサー

ビス提供だけではなく連携・協働して取り組むことについてどのように考えるか。 

 ・社会福祉連携推進法人制度について、事務負担の軽減、業務内容の緩和その他財政面も含めて、

活用を促進するためにはどのような方策が考えられるか。 

災害時の被災者支援との連携の課題と今後の方向性については、下記論点が示され、協議が行われ

た。
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○災害時の被災者支援について、高齢者や障害者、子ども等の地域の災害時要配慮者への支援体

制を構築する必要があるなかで、災害福祉支援活動においてどのような連携体制を構築すべきか。 

 ・地域における災害時の福祉的支援の在り方についてどのように考えるか。また、平時からの災害時を

想定した体制づくりの重要性をどう考えるか。 

 ・DWAT の体制の充実を図るため、平時からのネットワーク整備や災害時における支援体制の整備等

についてどのような対応が考えられるか。

新たな地域医療構想等に関する検討会 

◇とりまとめ（2024.12.18） 

12 月 18 日、厚生労働省は新たな地域医療構想等に関する検討会（座長：遠藤久夫 学習院大学

長）報告書を取りまとめた。 

とりまとめでは医療提供体制の現状と目指すべき方向性として、下記のとおり整理している。

○85歳以上の増加や人口減少がさらに進む 2040 年とその先を見据え、全ての地域・世代の患者

が、適切に医療・介護を受けながら生活し、必要に応じて入院し、日常生活に戻ることができ、同時

に、医療従事者も持続可能な働き方を確保できる医療提供体制を構築する。 

○「治す医療」と「治し支える医療」を担う医療機関の役割分担を明確化し、地域完結型の医療・介護

提供体制を構築する。 

○外来・在宅、介護連携等も新たな地域医療構想の対象とする 
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＜会   議＞ 

労働政策審議会 雇用環境・均等分科会 

◇第 80回（2025.1.24） 

1 月 24 日、厚生労働省は第 80回労働政策審議会 (雇用環境・均等分科会）（分科会長：奥宮京

子 田辺総合法律事務所弁護士）を開催した。

今回は、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法

律等の一部を改正する法律案要綱の諮問、同一労働同一賃金部会の開催、地方分権対処方針、

令和 7年度予算案（雇用環境・均等局関係）について報告・協議が行われた。

厚生労働省が労働政策審議会に諮問した「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定

及び職業生活の充実等に関する法律等の一部を改正する法律案要綱」は、カスタマーハラスメントに

対する労働者の保護の義務化や、女性活躍指針法の一部改正等に関するものであり、同審議会雇

用環境・均等分科会と安全衛生分科会で審議が行われ、1月 27 日に答申が行われた。

この答申を踏まえ法律案が作成され、通常国会に提出される予定。

同一労働同一賃金の施行状況や非正規雇用労働者の現状等を踏まえ、必要な制度の見直しについ

て検討を行うため同一労働同一賃金部会の開催を開催する旨報告が行われた。

同部会では、「平成 30 年働き方改革関連法による改正後パートタイム・有期雇用労働法及び労働

者派遣法の規定」「同一労働同一賃金ガイドライン」「非正規雇用労働者に対する支援等（正社員転

換等のキャリアアップ、無期雇用フルタイム労働者への同一労働同一賃金ガイドラインの考え方の波

及等）」について検討が行われる。

◇第 79回（2024.12.26） 

12 月 26 日、厚生労働省は第 79回労働政策審議会 (雇用環境・均等分科会）（分科会長：奥宮

京子 田辺総合法律事務所弁護士）を開催した。

今回は、前回協議された女性活躍推進及びハラスメント防止対策案についてのとりまとめが行われ

た。

とりまとめでは、必要な対応の具体的な内容として、「女性活躍推進法の期限延長」「女性の職業生

活における活躍に関する情報公表の充実（男女間賃金差異の情報公表の拡大、女性管理職比率の

情報公表の義務化等）」と整理している。

また、職場におけるハラスメント防止対策の強化として「職場におけるハラスメントを行ってはならないと

いう規範意識の醸成」「カスタマーハラスメント対策の強化」「就活等セクシュアルハラスメント対策の強

化」「パワーハラスメント防止指針へのいわゆる『自爆営業」』の明記」を整理している。

カスタマーハラスメント対策を事業主の雇用管理上の措置義務とすること、措置の具体的な内容は指

針において明確化するとしている。

9．人材確保等 
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＜通知・公表＞ 

厚生労働省 介護職員数の推移（2024.12.25） 

12 月 25 日、厚生労働省は「介護サービス施設・事業所調査」の結果より令和 5年 10月１日時点

の介護職員数を公表した。

各サービスの介護職員数を集計すると、令和 5年 10月１日時点で、約 212.6 万人（対前年△2.9

万人）で初の減少となった。

介護職員数の推移は以下のとおり。
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＜法改正等＞ 

厚生労働省 令和 7年度予算（2024.12.27） 

12 月 27 日、厚生労働省は令和 7年度補正予算案を公表した。 

主な内容は以下のとおり。 

10．予算 
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こども家庭庁 令和 7年度予算案（2024.12.27） 

12 月 27 日、こども家庭庁は令和 7年度予算案を公表した。 

主な内容は以下のとおり。 
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内閣府防災 令和 7年度予算案（2024.12.27）

12 月 27 日、内閣府（防災）は令和 7年度予算案を公表した。 

主な内容は以下のとおり。 
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＜会   議＞ 

防災立国推進閣僚会議（2024.12.20） 

政府は、12 月 20 日に全閣僚が参加する「防災立国推進閣僚会議」を開催し、令和 7年度の防災対

策強化の取組について協議を行った。

内閣府防災の組織・定員の拡充の方向性については、「令和 8年度中に防災庁を設置すべく準備が

進められているが、まずは、政府の災害対応の司令塔機能を担う内閣府防災担当の機能を予算・人員

の両面で抜本的に強化するため、防災監（次官級職員）を創設するとともに、地域防災力強化担当を

創設するなど定員を大幅に拡充する（令和 7年度）」等が示された。

防災庁の設置については、「大規模災害時には政府の災害対応の司令塔機能を担うことができる防災

庁の設置を目指す」「有識者会議を開催するなど、防災庁設置に向けた検討をさらに加速化」する等が

示された。

11．災害対策 
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防災庁設置準備アドバイザー会議 

◇第 1回（2025.1.30） 

1 月 30 日、内閣官房は第 1回防災庁設置準備アドバイザー会議を開催した。

本協議会は、防災庁の設置に向け、近年激甚化・頻発化する災害や今後差し迫る巨大災害に対し、

政府として強化すべき防災施策の方向性と、そのために必要な組織体制の在り方等について、外部有

識者から意見を聴取することを目的とするもの。

全社協からは高橋地域福祉部長が構成員として参画している。

今回は、政府における防災施策・体制の現状等について報告が行われた後、議論の方向性・論点例、

今後の進め方が示され、協議が行われた。

示された論点例は以下のとおり。

○近年の災害における教訓や環境変化をふまえ、政府として強化すべき防災施策の在り方について 

○政府一丸となった防災施策推進に当たって防災庁が担うべき役割や体制の在り方について 
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全社協高橋地域福祉部長は、第 1回提出資料において、下記事項を示している。

（近年の災害や社会情勢等の変化を踏まえ、政府の防災政策として強化すべき事項） 

○能登半島地震をはじめ、近年の災害や社会情勢等の変化を踏まえ、政府の防災政策として強化す

べきと考える事項は以下のとおり。 

①高齢化の進行、世帯構造の変化等に対応した避難行動、避難生活、生活再建の各段階における

支援の推進 

②避難所に取り残される社会的脆弱性を抱えた人への支援体制の構築 

③在宅品者や車中泊等、避難場所の多様化に対応した支援体制の構築と推進 

④災害関連死の防止を目的とした、復旧・復興期までを見据えた長期的な支援 

⑤福祉サービス利用者の命と生活を守るための、災害救助としての福祉支援体制の構築 

⑥災害ケースマネジメント体制の構築と自立・生活再建に向けた継続的支援の推進 

⑦自らの命や生活を守り、近隣で支え合う地域づくりのための防災教育の推進 

（上記防災政策強化に当たって、防災庁に求める機能） 

○こうした防災政策強化にあたって防災庁に求める機能は以下のとおり。いずれも厚生労働省と連携の

上、機能を発揮することが重要。 

①平時、災害時、復興期を通じた要配慮者の支援機能 

②福祉施設・事業所との事前連携、災害時の支援、復旧に向けた支援機能 

③避難所、福祉施設・事業所等で支援を行う災害派遣福祉チームに対する支援機能 

④地域で被災者の支援を行う自治会・町内会、自主防災組織等住民（組織）に対する支援機能 

⑤被災者とボランティアをつなぐ災害 VC の整備・運営にあたっての支援機能 

⑥平時から災害発生時、復旧期を通じた被災者情報の共有等 DX推進機能 
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○なお、災害救助法の救助の種類に「福祉サービス」を追加するとお聞きしているが、その範囲をあまり

限定的にしないことが災害関連死の防止や効果的な支援につながると考える。 

今後、分野別のヒアリング（避難生活、官民連携、防災教育・啓発、デジタル、事前防災の在り方等）を

複数回に分けて実施した後、夏ごろをめどに取りまとめを行う予定。
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＜通知・公表＞

総務省 住民基本台帳人口移動報告 2024 年(令和 6年)結果の公表（2025.1.31） 

1 月 31 日、総務省は「住民基本台帳人口移動報告 2024 年(令和 6年)結果」を公表した。

主な結果は以下のとおり。

○国外からの転入者数は 73万 5,883 人となり、前年に比べ 5.1％の増加 

○国外への転出者数は 37万 1,615 人となり、前年に比べ 7.2%の増加 

○全国の社会増減数は、国外からの転入者数（73 万 5,883 人）が国外への転出者数（37 万 1,615

人）を上回ったこと等により、33 万 1,686 人の社会増加 

○都道府県別にみると、社会増加となっているのは東京都（14 万 548 人）、大阪府（4万 9,767 人）、

神奈川県（4万 1,916 人）など 20 都道府県 

○社会増加数が最も拡大しているのは東京都（2万 4,350 人） 

○3大都市圏（東京圏、名古屋圏及び大阪圏）の転入超過数をみると、3 大都市圏全体では 11万

9,666 人の転入超過、前年に比べ１万 2,031 人の拡大 

○転入超過数は東京都が 7万 9,285 人と最も多く、最も拡大（１万 1,000 人） 

○転入超過数を男女別にみると、男性は東京都が 3万 7,113 人と最も多く、次いで神奈川県（1万

4,301 人）など 8都府県で転入超過となっている。女性は東京都が 4万 2,172 人と最も多く、次いで

神奈川県（1万 2,662 人）など 7都府県で転入超過となっている。 

○年齢 5歳階級別にみると、東京圏への転入超過数は 20～24 歳が最も多く（8 万 6,908 人）、次い

で 25～29 歳（3 万 2,065 人）、15～19 歳（2 万 827 人）などとなっている。前年に比べ転入超過

数が最も拡大しているのは 20～24 歳で、5,371 人の拡大、次いで 35～39 歳（1,940 人）、30～34

歳（785 人）などとなっている。

12．その他 
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令和 5年社会福祉施設等調査（2024.12.18）

12 月 18 日、厚生労働省は「令和 5年社会福祉施設等調査の概況」を公表した。

主な結果は以下のとおり。 

【調査結果のポイント】 

１ 施設・事業所数 

･保育所等(保育所型認定こども園及び保育所) 

23,726 施設（対前年△153 施設（△0.6％）） 

･有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅以外） 

17,833 施設（対前年＋506 施設（＋2.9％）） 

･居宅介護事業所            25,967 事業所（対前年＋ 704 事業所（＋2.8％）） 

･放課後等デイサービス事業所    21,122 事業所（対前年＋1,714 事業所（＋8.8％）） 

２ 従事者数(※常勤換算) 

･保育所等                保育士 384,011 人 

･居宅介護事業所                 148,007 人 

･放課後等デイサービス事業所          117,413 人 
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